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第１款 ･････････････････････････････････････････････

第２款 ･････････････････････････････････････････････

第３款 ･････････････････････････････････････････････

第４款 ･････････････････････････････････････････････

3．歳　　出 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････

第１款 ･････････････････････････････････････････････

第２款 ･････････････････････････････････････････････

第３款 ･････････････････････････････････････････････

　給与費明細書････････････････････････････････････････････････････････････････

　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについて

　の前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び････････････････････････････････

　当該年度以降の支出予定額等に関する調書

平成３０年度立川市特別会計介護保険事業予算･････････････････････････････････････････

特別会計介護保険事業歳入歳出予算事項別明細書･･･････････････････････････････････････

1．総　　括 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････

2．歳　　入 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････

第１款 ･････････････････････････････････････････････

第２款 ･････････････････････････････････････････････

第３款 ･････････････････････････････････････････････

第４款 ･････････････････････････････････････････････

第５款 ･････････････････････････････････････････････

第６款 ･････････････････････････････････････････････

第７款 ･････････････････････････････････････････････

第８款 ･････････････････････････････････････････････

第９款 ･････････････････････････････････････････････

3．歳　　出 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････

第１款 ･････････････････････････････････････････････

第２款 ･････････････････････････････････････････････

第３款 ･････････････････････････････････････････････

第４款 ･････････････････････････････････････････････

第５款 ･････････････････････････････････････････････

第６款 ･････････････････････････････････････････････

139

140

146

142

144

142

支 払 基 金 交 付 金 168

諸 収 入 172

176

総 務 費 176

繰 入 金

財 産 収 入 170

国 庫 支 出 金 166

140

140

140

140

135

137

142

事 業 費

保 険 料 166

使 用 料 及 び 手 数 料 166

157

163

164

都 支 出 金 168

財 産 収 入

繰 入 金

170

繰 越 金 172

保 険 給 付 費 180

188

財政安定化基金拠出金 188

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金 192

公 債 費 194

繰 越 金

予 備 費

諸 収 入

総 務 費

152

166
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第７款 ･････････････････････････････････････････････

第８款 ･････････････････････････････････････････････

第９款 ･････････････････････････････････････････････

　給与費明細書････････････････････････････････････････････････････････････････

　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについて

　の前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び････････････････････････････････

　当該年度以降の支出予定額等に関する調書

　地方債の前前年度末における現在高並びに前年度

　末及び当該年度末における現在高の見込みに関す････････････････････････････････

　る調書

平成３０年度立川市特別会計後期高齢者医療事業予算･･･････････････････････････････････

特別会計後期高齢者医療事業歳入歳出予算事項別明細書･････････････････････････････････

1．総　　括 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････

2．歳　　入 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････

第１款 ･････････････････････････････････････････････

第２款 ･････････････････････････････････････････････

第３款 ･････････････････････････････････････････････

第４款 ･････････････････････････････････････････････

第５款 ･････････････････････････････････････････････

3．歳　　出 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････

第１款 ･････････････････････････････････････････････

第２款 ･････････････････････････････････････････････

第３款 ･････････････････････････････････････････････

第４款 ･････････････････････････････････････････････

第５款 ･････････････････････････････････････････････

第６款 ･････････････････････････････････････････････

　給与費明細書････････････････････････････････････････････････････････････････

予 備 費 226

224

218

後期高齢者医療保険料 218

使 用 料 及 び 手 数 料 218

繰 入 金 218

予 備 費 196

198

217

211

206

保 険 給 付 費

繰 越 金 218

諸 収 入 220

222

総 務 費 222

228

諸 支 出 金 226

広 域 連 合 納 付 金 224

保 健 事 業 費

224

諸 支 出 金 194

繰 出 金 194

215

208
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競 輪 事 業





平成 30 年度立川市特別会計 

競輪事業予算 

平成30年度立川市の特別会計競輪事業の予算は，次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 16,282,068 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳出予算」による。 

(一時借入金) 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は，7,000,000 千円と定める。 
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特 別 会 計 競 輪 事 業

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
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１．一　般　職

　(１)総　　括

給 与 費 （千円）

嘱託職員 報　　酬 給　　料 職員手当 計

3 7,200 48,991 47,465 103,656 20,243 123,899

3 7,200 49,703 47,748 104,651 19,858 124,509

0 0 △ 712 △ 283 △ 995 385 △ 610

本年度 6,336 12,785 2,070 12,561 10,272 973 720

前年度 6,457 12,949 2,051 12,847 9,954 1,108 432

比　較 △ 121 △ 164 19 △ 286 318 △ 135 288

比　較

住 居 手 当

（ 千 円 ）

 の内訳
1,950

△ 202

地 域 手 当

（ 千 円 ）

時 間 外
勤 務 手 当
（ 千 円 ）

管 理 職
手 当
（ 千 円 ）

1,748

通 勤 手 当

（ 千 円 ）

備考

12

職員手当

区　分
扶 養 手 当

（ 千 円 ）

本年度

前年度
12

一般職員

0

期 末 手 当

（ 千 円 ）

勤 勉 手 当

（ 千 円 ）

給　与　費　明　細　書

区 分

職　員　数（人）
共　済　費
（千円）

合　　計
（千円）
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特 別 会 計 競 輪 事 業

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 　分 備　考

（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

看護･保健職

イ 初　 任 　給

看護･保健職

高 校 卒 程 度 立 　川 　市

区 分 一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

144,600

技能労務職

30年１月１日

現 在

平均給料月額（円）

29年１月１日

現 在

334,792

区 分 一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

増  減  事  由  別  内  訳  （千円）増減額（千円）

扶養手当

説 明

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

平均昇給率　　2.38％

△ 166

781

△ 1,493

△ 117

給　 料 △ 712

職員手当 △ 283

平 均 年 齢 （歳）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

510,368

42.8

339,392

平均給与月額（円） 682,678

43.0

技能労務職

高 校 卒 程 度

大 学 卒 程 度

立 　川 　市

国

国

大 学 卒 程 度

147,100

183,700

182,700
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ウ 級別職員数

職 構 職 構 職 構 職 構 職 構

員 成 成 員 成 員 成 員 成

数 比 数 比 数 比 数 比 数 比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1 8.3

1 8.3

4 33.3

2 16.8

4 33.3

12 100.0

1 8.3

1 8.3

4 33.4

3 25.0

3 25.0

12 100.0

　　（級別の標準的な職務内容）

区　　分

区　　分

１級

３級

１級

計 計 計 計 計

１級 １級

２級 ２級 ２級 ２級 ２級

３級３級

１　級

４級 ４級 ４級 ４級

５級５級

１級

区　　分

一 般 行 政 職

級

３０年

１月１日現在

税 務 職

３級

薬 剤 ・ 医 療 職

級 級

５級５級

看 護 ・ 保 健 職 技 能 労 務 職

級 級

２９年

１月１日現在

５級 ５級 ５級

３級 ３級 ３級

４級 ４級 ４級 ４級

５級

２級 ２級 ２級 ２級 ２級

３級

１級

計 計 計 計 計

１級 １級 １級 １級

５　級 ４　級 ３　級 ２　級

技能労務職以外
の職種

 参　事

(部長・部長相当職)

 参　事

(課長・課長相当職)

 主　事

(係長・係長相当職)

 主　事

 (そ の 他 の 職)

２　級 １　級

 主　事

 ( 主 　任 　職 )

技能労務職
 主　事

 ( 主 　任 　職 )

 主　事

 (そ の 他 の 職)
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特 別 会 計 競 輪 事 業

エ 昇給

薬剤・
医療職

技　能
労務職

オ 期末手当・勤勉手当

※（　）内は，再任用職員分

(1.075) (1.225) (2.30)
国 の 制 度

2.125 2.275 4.40

(1.225) (2.30)

(1.250) (2.35)

有
【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算・管理職加算

2.275 4.40
有

備　　考
６月(月分) 12月(月分)

本　年　度
2.175 2.325

(1.075)

4.50
有

【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算(1.100)

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計

（月分）

職制上の段階，
職 務 の 級 等
による加算措置

前　年　度
2.125

比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 83.3 83.3

10

８号給　(人)

７号給　(人)

６号給　(人)

10

1

9 9

区 分

本

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人) 12

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 10

５号給　(人)

１号給　(人) 1

12

合　　計

代　 　表 　　的 　　な 　　職 　　種

一　般
行政職

税務職
看護・
保健職

号 給 数 別 内 訳

３号給　(人)

２号給　(人)

４号給　(人)

前

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人) 12 12

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 10

３号給　(人)

２号給　(人)

５号給　(人)

６号給　(人)

４号給　(人) 10 10

比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 83.3 83.3

８号給　(人)

７号給　(人)
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カ 定年退職に係る退職手当

区   　　分

支 給 率 等

国 の 制 度

(支給率等)

キ 地域手当

ク 特殊勤務手当

ケ その他の手当

12

支　給　対　象　地　域 支　給　率　　(％) 支給対象職員数　(人)
国の指定基準に

基づく支給率(％)

市　　内　　全　　域
1212

20年勤続の者
（月分）

24.586875

25年勤続の者
（月分）

33.27075

23.0 30.5

47.709

35年勤続の者
（月分）

最 高 限 度
（月分）

47.709

43.0 43.0

　 給料総額に対する比率
(％)

　その他の
　加算措置等

備考

定年前早期退職
特例措置
(2%～20%)加算

通　勤　手　当 異 　な 　る
国の支給限度額　55,000円
市は実費全額支給。

定年前早期退職
特例措置
(2%～45%)加算

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

 対象職員順

　 支給対象職員の比率(％)
　　 (30年１月１日現在)

住　居　手　当 異 　な 　る
国は家賃支払者に上限27,000円を支給。
市は借家・借間に居住する生計中心者(管理職を除く)に限り12,000円
を支給。

扶　養　手　当 異 　な 　る

国に比べ，欠配第一子で700円高く，16才～22才の子への加算額で
1,000円，子で850円低い。課長職以外については，配偶者で500円，
その他で500円高い。課長職については，配偶者で3,500円，その他で
3,500円低い。部長職は不支給。

区 分 全　職　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職 看護･保健職 技能労務職

　 代表的な特殊勤務手当
　 の名称

 支給額順
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国 民 健 康 保 険 事 業





平成 30年度立川市特別会計 

国民健康保険事業予算

 

平成 30年度立川市の特別会計国民健康保険事業の予算は，次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 16,859,385千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳出予算」による。 

(債務負担行為) 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることが

できる事項，期間及び限度額は，「第２表債務負担行為」による。 

 (歳出予算の流用) 

第３条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により，歳出予算の各項の経費の金額を流用するこ

とができる場合は，次のとおりと定める。 

（１）保険給付費款内での各項に計上した負担金補助及び交付金に係る予算額に過不足を生じた場合

におけるこれらの経費の各項の間の流用。 
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特 別 会 計 国 民 健 康 保 険 事 業

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
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給 与 費

１．　特 別 職

(人)

長　　等

議　　員

その他の特別職 17 1,309

計 17 1,309

長　　等

議　　員

その他の特別職 17 1,309

計 17 1,309

長　　等

議　　員

その他の特別職 0 0

計 0 0

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分

給 与

職員数
報 酬

(千円)　

給 料
(千円)　

期末手当　(千円)

年間支給率(月分)

地　域　手　当
(千円)　
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特別会計国民健康保険事業 

明 細 書

費

1,309 1,309

1,309 1,309

1,309 1,309

1,309 1,309

0 0

0 0

計
(千円)　 (千円)　

備 考

(千円)　

共　　済　　費 合 計

その他の手当
(千円)　

寒 冷 地 手 当
(千円)　
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２．一　般　職

　(１)総　　括

給 与 費 （千円）

嘱託職員 報　　酬 給　　料 職員手当 計

4 10,239 77,040 61,777 149,056 29,402 178,458

4 10,239 72,210 57,845 140,294 26,414 166,708

0 0 4,830 3,932 8,762 2,988 11,750

本年度 9,654 10,896 917 19,686 14,811 2,522 864

前年度 9,006 11,157 880 18,314 13,046 2,418 1,152

比　較 648 △ 261 37 1,372 1,765 104 △ 288

比　較
1

本年度
22

前年度
21

区　分
扶 養 手 当

（ 千 円 ）
職員手当

職　員　数（人）
共　済　費
（千円）

合　　計
（千円）

管 理 職
手 当
（ 千 円 ）

期 末 手 当

（ 千 円 ）

勤 勉 手 当

（ 千 円 ）

通 勤 手 当

（ 千 円 ）

2,427

1,872

555

 の内訳

備考区 分

一般職員

住 居 手 当

（ 千 円 ）

地 域 手 当

（ 千 円 ）

時 間 外
勤 務 手 当
（ 千 円 ）
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特別会計国民健康保険事業

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 　分 備　考

（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

看護･保健職

347,000

369,376

45.5

227,400

247,188

32.3

イ 初　 任 　給

看護･保健職

175,100

209,200

給　 料 4,830

増  減  事  由  別  内  訳  （千円）増減額（千円） 説 明

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

平均昇給率　　2.26％994

3,836

△ 225

職員手当 3,932

区 分 一般行政職 税　務　職

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 4,157

薬剤･医療職

扶養手当

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

285,638

高 校 卒 程 度 立 　川 　市

182,700

38.1

薬剤･医療職 技能労務職

144,600

高 校 卒 程 度

大 学 卒 程 度

立 　川 　市

国

国

大 学 卒 程 度

183,700

147,100

技能労務職

30年１月１日

現 在

平均給料月額（円）

343,358

37.6

平均給与月額（円）

29年１月１日

現 在

区 分 一般行政職 税　務　職

358,353

290,933

平 均 年 齢 （歳）
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ウ 級別職員数

職 構 職 構 職 構 職 構 職 構

員 成 員 成 員 成 員 成 員 成

数 比 数 比 数 比 数 比 数 比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

0.0

1 4.8

3 14.3

4 19.0 1 100.0

13 61.9

21 100.0 1 100.0

0.0

1 4.8

4 19.0

3 14.3

13 61.9 1 100.0

21 100.0 1 100.0

　　（級別の標準的な職務内容）

区　　分

区　　分

１級 １級

２級

３級 ３級 ３級

１級

計 計 計 計 計

４　級 ３　級５　級 ２　級 １　級

２級 ２級 ２級 ２級

区　　分

一 般 行 政 職

級

５級

税 務 職

３０年

１月１日現在

５級

３級

１級 １級

５級

４級

５級

４級 ４級 ４級

１級 １級 １級

技 能 労 務 職

級 級 級 級

看 護 ・ 保 健 職薬 剤 ・ 医 療 職

５級

４級 ４級 ４級 ４級

２９年

１月１日現在

５級 ５級 ５級

３級

計

３級

２級 ２級 ２級 ２級 ２級

３級 ３級

技能労務職以外
の職種

 参　事

(部長・部長相当職)

 参　事

(課長・課長相当職)

 主　事

(係長・係長相当職)

１級 １級

計 計 計 計

 主　事

 ( 主 　任 　職 )

 主　事

 (そ の 他 の 職)

２　級 １　級

技能労務職
 主　事

 ( 主 　任 　職 )

 主　事

 (そ の 他 の 職)
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特別会計国民健康保険事業

エ 昇給

薬剤・
医療職

技　能
労務職

オ 期末手当・勤勉手当

※（　）内は，再任用職員分

【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算・管理職加算(1.075) (1.225) (2.30)

(2.30)

国 の 制 度
2.125 2.275 4.40

有

(1.100) (1.250) (2.35)

有前　年　度
2.125 2.275 4.40

(1.075) (1.225)

職制上の段階，
職 務 の 級 等
による加算措置

備　　考
６月(月分) 12月(月分)

本　年　度
2.175 2.325 4.50

有

【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算

本

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人)

区　　分
支　給　期　別　支　給　率

1

７号給　(人)

支給率計

（月分）

区 分 合　　計

代　 　表 　　的 　　な 　　職 　　種

一　般
行政職

税務職
看護・
保健職

1

1

21

６号給　(人)

５号給　(人)

４号給　(人) 1

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 18 17

1617

100.0

22

比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 81.8 81.0

号 給 数 別 内 訳

３号給　(人) 1

２号給　(人)

８号給　(人)

１号給　(人)

前

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人) 21 20

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人)

1

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 21 20 1

1

３号給　(人)

２号給　(人)

５号給　(人)

４号給　(人) 20 19

７号給　(人)

６号給　(人) 1 1

100.0比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 100.0 100.0

８号給　(人)
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カ 定年退職に係る退職手当

区   　　分

支 給 率 等

国 の 制 度

(支給率等)

キ 地域手当

ク 特殊勤務手当

ケ その他の手当

区 分 全　職　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

薬剤･医療職 看護･保健職一般行政職 技能労務職

住　居　手　当 異 　な 　る

国の制度との異同

 対象職員順

　 代表的な特殊勤務手当
　 の名称

 支給額順

国は家賃支払者に上限27,000円を支給。
市は借家・借間に居住する生計中心者(管理職を除く)に限り12,000円
を支給。

差 異 の 内 容

扶　養　手　当 異 　な 　る

20年勤続の者
（月分）

24.586875

25年勤続の者
（月分）

33.27075

23.0 30.5

12

備考
　その他の
　加算措置等

定年前早期退職
特例措置
(2%～20%)加算

最 高 限 度
（月分）

47.709
定年前早期退職
特例措置
(2%～45%)加算

35年勤続の者
（月分）

47.709

43.0 43.0

　 給料総額に対する比率
(％)

国の支給限度額　55,000円
市は実費全額支給。

通　勤　手　当

　 支給対象職員の比率(％)
　　 (30年１月１日現在)

異 　な 　る

区 分

税　務　職

国に比べ，欠配第一子で700円高く，16才～22才の子への加算額で
1,000円，子で850円低い。課長職以外については，配偶者で500円，
その他で500円高い。課長職については，配偶者で3,500円，その他で
3,500円低い。部長職は不支給。

支　給　対　象　地　域 支　給　率　　(％) 支給対象職員数　(人)
国の指定基準に

基づく支給率(％)

市　　内　　全　　域
2212
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下 水 道 事 業





平成 30 年度立川市特別会計 

下水道事業予算

 

平成30年度立川市の特別会計下水道事業の予算は，次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 5,849,062 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳出予算」による。 

(債務負担行為) 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることが

できる事項，期間及び限度額は，「第２表債務負担行為」による。 

  (地 方 債) 

第３条 地方自治法第 230 条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的，限度額，起

債の方法，利率及び償還の方法は，「第３表地方債」による。 

(一時借入金) 

第４条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，1,000,000 千円

と定める。 
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第 ３ 表　地　方　債 (単位：千円)

起　債　の　目　的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

 下水道事業 1,201,300  証書借入又は証券  5.0%以内  借り入れの時から

 発行  ただし，利率見直  すえ置きを含み，

 し方式で借り入れ  ４０年以内に償還

 る政府資金及び地  する。

 方公共団体金融機  ただし，市財政そ

 構資金について，  の他の都合により

 事業進捗，市財政  利率の見直しを行  すえ置き期間及び

 その他の都合によ  った後においては， 償還期限を短縮し

 り起債の全部又は  当該見直し後の利  若しくは繰上償還

 一部を翌年度へ繰  率を適用する。  又は低利債に借り

 越し借り入れるこ  換えすることがで

 とができる。  きる。
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特 別 会 計 下 水 道 事 業

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

※※    債務負担行為にかかわる工事請負費のうち 

本年度から翌年度にわたるもの。 
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１．一　般　職

　(１)総　　括

給 与 費 （千円）

嘱託職員 報　　酬 給　　料 職員手当 計

8 22,800 135,627 97,855 256,282 49,758 306,040

7 19,800 138,907 99,180 257,887 47,531 305,418

1 3,000 △ 3,280 △ 1,325 △ 1,605 2,227 622

本年度 17,051 9,530 2,663 240 66 33,471 25,423

前年度 17,612 9,530 2,604 240 66 33,714 24,200

比　較 △ 561 0 59 0 0 △ 243 1,223

本年度 720 36

前年度 1,008 36

比　較 △ 288 0

※（　）内は，再任用職員数で外書き

管理職員特
別勤務手当
（ 千 円 ）

職員手当

 の内訳

3,908

5,262

△ 1,354

4,908

△ 161

4,747

 の内訳

前年度
30

比　較
0

時 間 外
勤 務 手 当
（ 千 円 ）

共　済　費
（千円）

本年度

扶 養 手 当

（ 千 円 ）

地 域 手 当

（ 千 円 ）

合　　計
（千円）

災害時緊急
出 動 手 当
（ 千 円 ）

期 末 手 当

（ 千 円 ）

勤 勉 手 当

（ 千 円 ）

(△ 3)

(9)

管 理 職
手 当
（ 千 円 ）

(6)

職員手当

区　分

住 居 手 当

（ 千 円 ）

給　与　費　明　細　書

区　分
通 勤 手 当

（ 千 円 ）

備考

一般職員

30

不 快 危 険
手 当
（ 千 円 ）

区 分

職　員　数（人）
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特 別 会 計 下 水 道 事 業

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 　分 備　考

（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

看護･保健職

イ 初　 任 　給

看護･保健職

147,100 144,500

183,700

182,700

高 校 卒 程 度

大 学 卒 程 度

立 　川 　市

国

国

大 学 卒 程 度

技能労務職

142,000

平均給与月額（円） 417,932

45.0

315,000

415,701

44.3

341,466

353,200

44.2

給　 料 △ 3,280

職員手当 △ 1,325

平 均 年 齢 （歳）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均昇給率　　1.72％

△ 899

1,173

△ 4,453

△ 426

増  減  事  由  別  内  訳  （千円）増減額（千円）

扶養手当

説 明

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

技能労務職

30年１月１日

現 在

平均給料月額（円）

29年１月１日

現 在

338,929

区 分 一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

高 校 卒 程 度 立 　川 　市

区 分 一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

144,600
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ウ 級別職員数

職 構 職 構 職 構 職 構 職 構

員 成 員 成 員 成 員 成 員 成

数 比 数 比 数 比 数 比 数 比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

3 10.6

8 28.6

12 42.9 1 100.0

(6) (100.0)

5 17.9

28 100.0 1 100.0

(6) (100.0)

3 10.4

8 27.6

13 44.8 0.0

(9) (100.0)

5 17.2

29 100.0 0 0.0

(9) (100.0)

※（　）内は，再任用職員数で外書き

　　（級別の標準的な職務内容）

区　　分

区　　分

１級

計 計 計 計 計

１級 １級

２級 ２級 ２級 ２級 ２級

３級 ３級 ３級

５級 ５級 ５級 ５級

４級４級 ４級 ４級

３級

４　級 ３　級

１級 １級

１　級

技能労務職以外
の職種

 参　事

(部長・部長相当職)

 参　事

(課長・課長相当職)

 主　事

(係長・係長相当職)

 主　事

 ( 主 　任 　職 )

 主　事

 (そ の 他 の 職)

５　級 ２　級

税 務 職 薬 剤 ・ 医 療 職

級 級

看 護 ・ 保 健 職 技 能 労 務 職

級 級

区　　分

一 般 行 政 職

級

３０年

１月１日現在

５級

３級

２級

４級

２９年

１月１日現在

技能労務職
 主　事

 ( 主 　任 　職 )

 主　事

 (そ の 他 の 職)

２　級 １　級

５級 ５級 ５級

４級 ４級 ４級

２級 ２級 ２級 ２級

３級 ３級 ３級

１級

計 計 計 計 計

１級 １級 １級 １級
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特 別 会 計 下 水 道 事 業

エ 昇給

薬剤・
医療職

技　能
労務職

1

1

1

100.0

オ 期末手当・勤勉手当

※（　）内は，再任用職員分

比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 90.0 90.0

８号給　(人)

７号給　(人)

６号給　(人)

５号給　(人)

４号給　(人) 23 23

２号給　(人) 1 1

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 27 27

前

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人) 30 30

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人) 3 3

３号給　(人)

号 給 数 別 内 訳

３号給　(人)

２号給　(人) 1 1

１号給　(人) 1 1

区 分 合　　計

代　 　表 　　的 　　な 　　職 　　種

一　般
行政職

税務職
看護・
保健職

本

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人) 30 29

４号給　(人) 22 21

６号給　(人)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 24 23

５号給　(人)

７号給　(人)

2.125

比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 80.0 79.3

８号給　(人)

(1.075)

4.50
有

【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算(1.100)

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計

（月分）

職制上の段階，
職 務 の 級 等
による加算措置

前　年　度

備　　考
６月(月分) 12月(月分)

本　年　度
2.175 2.325

(1.225) (2.30)

(1.250) (2.35)

有
【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算・管理職加算

2.275 4.40
有

(1.075) (1.225) (2.30)
国 の 制 度

2.125 2.275 4.40
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カ 定年退職に係る退職手当

区   　　分

支 給 率 等

国 の 制 度

(支給率等)

キ 地域手当

※（　）内は，再任用職員数で外書き

ク 特殊勤務手当

ケ その他の手当

支給対象職員数　(人)
国の指定基準に

基づく支給率(％)

区 分 全　職　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

薬剤･医療職

市　　内　　全　　域
30

(6)

支　給　対　象　地　域 支　給　率　　(％)

　 給料総額に対する比率
(％)

0.2

　 代表的な特殊勤務手当
　 の名称

 対象職員順 1.不快危険手当 2.災害時緊急出動手当

　 支給対象職員の比率(％)
　　 (30年１月１日現在)

0.0

通　勤　手　当 異 　な 　る
国の支給限度額　55,000円
市は実費全額支給。

0.2

 支給額順 1.不快危険手当 2.災害時緊急出動手当

2.9

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

12

85.7 82.9

定年前早期退職
特例措置
(2%～45%)加算

備考

看護･保健職一般行政職 税　務　職 技能労務職

12

35年勤続の者
（月分）

47.709 47.709

　その他の
　加算措置等

最 高 限 度
（月分）

43.0 43.0
定年前早期退職
特例措置
(2%～20%)加算

20年勤続の者
（月分）

24.586875

25年勤続の者
（月分）

33.27075

23.0 30.5

扶　養　手　当 異 　な 　る

国に比べ，欠配第一子で700円高く，16才～22才の子への加算額で
1,000円，子で850円低い。課長職以外については，配偶者で500円，
その他で500円高い。課長職については，配偶者で3,500円，その他で
3,500円低い。部長職は不支給。

住　居　手　当 異 　な 　る
国は家賃支払者に上限27,000円を支給。
市は借家・借間に居住する生計中心者(管理職を除く)に限り12,000円
を支給。
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特 別 会 計 下 水 道 事 業

(単位：千円)

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金
償 還 見 込 額

1

.

15,003,379 13,253,199 1,201,300 1,674,672 12,779,827

901,800 901,800

15,003,379 14,154,999 1,201,300 1,674,672 13,681,627

区 分

下　 水   道   債

平 成 29 年 度 債

合 計

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額
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駐 車 場 事 業





平成 30 年度立川市特別会計 

駐車場事業予算

 

平成30年度立川市の特別会計駐車場事業の予算は，次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 140,025 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳出予算」による。 
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特 別 会 計 駐 車 場 事 業

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
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１．一　般　職

　(１)総　　括

給 与 費 （千円）

嘱託職員 報　　酬 給　　料 職員手当 計

4,323 3,609 7,932 1,799 9,731

3,726 2,562 6,288 1,153 7,441

0 0 597 1,047 1,644 646 2,290

本年度 567 325 1,198 875 100 144

前年度 460 166 935 643 100 144

比　較 107 159 263 232 0 0

前年度
1

給　与　費　明　細　書

職　員　数（人）
共　済　費
（千円）

合　　計
（千円）

備考区 分

一般職員

地 域 手 当

（ 千 円 ）

時 間 外
勤 務 手 当
（ 千 円 ）

職員手当

本年度
1

比　較
0

 の内訳

住 居 手 当

（ 千 円 ）

114

286

勤 勉 手 当

（ 千 円 ）

通 勤 手 当

（ 千 円 ）

期 末 手 当

（ 千 円 ）

400

区　分
扶 養 手 当

（ 千 円 ）
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特 別 会 計 駐 車 場 事 業

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 　分 備　考

（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

看護･保健職

イ 初　 任 　給

看護･保健職 技能労務職

高 校 卒 程 度 立 　川 　市

区 分 一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

144,600

技能労務職

30年１月１日

現 在

平均給料月額（円）

29年１月１日

現 在

183,700

147,100高 校 卒 程 度

大 学 卒 程 度

立 　川 　市

国

国

大 学 卒 程 度 182,700

352,941

36.4

329,856

37.4

265,000

平 均 年 齢 （歳）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

283,800

区 分 一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

給　 料 597

職員手当 1,047

平均昇給率　　0.42％

1,089

14

583

△ 42

増  減  事  由  別  内  訳  （千円）増減額（千円）

扶養手当

説 明

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分
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ウ 級別職員数

職 構 職 構 職 構 職 構 職 構

員 成 員 成 員 成 員 成 員 成

数 比 数 比 数 比 数 比 数 比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1 100.0

1 100.0

1 100.0

1 100.0

　　（級別の標準的な職務内容）

区　　分

区　　分

計

５級

４級

３級

１　級

 主　事

 (そ の 他 の 職)

２級

１級 １級

級 級

技 能 労 務 職

５級

３級

区　　分

一 般 行 政 職

級

看 護 ・ 保 健 職税 務 職 薬 剤 ・ 医 療 職

級 級

３０年

１月１日現在

５級 ５級 ５級

３級 ３級 ３級

１級 １級 １級

４級 ４級 ４級 ４級

計 計

２級 ２級 ２級 ２級

２９年

１月１日現在

５級 ５級

３級 ３級

１級

計

５級

４級 ４級 ４級

計 計

３級

２級 ２級 ２級

１級

計

２級 ２級

１級 １級

技能労務職以外
の職種

 参　事

(部長・部長相当職)

 参　事

(課長・課長相当職)

 主　事

(係長・係長相当職)

 主　事

 ( 主 　任 　職 )

５　級

計 計

１級

計

技能労務職
 主　事

 ( 主 　任 　職 )

 主　事

 (そ の 他 の 職)

４　級 ３　級 ２　級

２　級 １　級
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特 別 会 計 駐 車 場 事 業

エ 昇給

薬剤・
医療職

技　能
労務職

オ 期末手当・勤勉手当

※（　）内は，再任用職員分

国 の 制 度
2.125 2.275 4.40

(1.225) (2.30)
前　年　度

2.125 2.275 4.40

有
【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算・管理職加算(1.075) (1.225) (2.30)

【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算(1.100) (1.250) (2.35)

有
(1.075)

本　年　度
2.175 2.325 4.50

支給率計

（月分）
区　　分

職制上の段階，
職 務 の 級 等
による加算措置

支　給　期　別　支　給　率

有

備　　考
６月(月分) 12月(月分)

区 分 合　　計

代　 　表 　　的 　　な 　　職 　　種

一　般
行政職

税務職
看護・
保健職

本

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人) 1

６号給　(人)

５号給　(人)

７号給　(人)

号 給 数 別 内 訳

３号給　(人)

1

４号給　(人) 1 1

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 1 1

比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 100.0 100.0

８号給　(人)

１号給　(人)

２号給　(人)

前

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人) 1 1

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人)

３号給　(人)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 1 1

1

２号給　(人)

５号給　(人)

４号給　(人) 1

７号給　(人)

６号給　(人)

比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 100.0 100.0

８号給　(人)
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カ 定年退職に係る退職手当

区   　　分

支 給 率 等

国 の 制 度

(支給率等)

キ 地域手当

ク 特殊勤務手当

ケ その他の手当

国の支給限度額　55,000円
市は実費全額支給。

異 　な 　る
国は家賃支払者に上限27,000円を支給。
市は借家・借間に居住する生計中心者(管理職を除く)に限り12,000円
を支給。

異 　な 　る

 対象職員順 

住　居　手　当

通　勤　手　当 異 　な 　る

扶　養　手　当

国に比べ，欠配第一子で700円高く，16才～22才の子への加算額で
1,000円，子で850円低い。課長職以外については，配偶者で500円，
その他で500円高い。課長職については，配偶者で3,500円，その他で
3,500円低い。部長職は不支給。

定年前早期退職
特例措置
(2%～45%)加算

　 支給対象職員の比率(％)
　　 (30年１月１日現在)

区 分

　その他の
　加算措置等

備考

定年前早期退職
特例措置
(2%～20%)加算

35年勤続の者
（月分）

最 高 限 度
（月分）

43.0 43.0

20年勤続の者
（月分）

24.586875

25年勤続の者
（月分）

33.27075

23.0 30.5

47.709 47.709

全　職　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職 看護･保健職 技能労務職

12

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

　 給料総額に対する比率
(％)

　 代表的な特殊勤務手当
　 の名称

 支給額順 

支　給　対　象　地　域 支　給　率　　(％) 支給対象職員数　(人)
国の指定基準に

基づく支給率(％)

12
市　　内　　全　　域

1
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介 護 保 険 事 業





平成 30 年度立川市特別会計 

介護保険事業予算 

平成30年度立川市の特別会計介護保険事業の予算は，次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 13,174,515 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳出予算」による。 

(債務負担行為) 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることが

できる事項，期間及び限度額は，「第２表債務負担行為」による。 

  (一時借入金) 

第３条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，500,000 千円と

定める。 

(歳出予算の流用) 

第４条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により，歳出予算の各項の経費の金額を流用するこ

とができる場合は，次のとおりと定める。 

（１）保険給付費款内での各項に計上した負担金補助及び交付金に係る予算額に過不足を生じた場合

におけるこれらの経費の各項の間の流用。 
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特 別 会 計 介 護 保 険 事 業

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
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給 与 費

１．　特 別 職

(人)

長　　等

議　　員

その他の特別職 77 21,956

計 77 21,956

長　　等

議　　員

その他の特別職 76 22,300

計 76 22,300

長　　等

議　　員

その他の特別職 1 △ 344

計 1 △ 344

期末手当　(千円)

年間支給率(月分)

地　域　手　当
(千円)　

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分

給 与

職員数
報 酬

(千円)　

給 料
(千円)　
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特 別 会 計 介 護 保 険 事 業

明 細 書

費

21,956 21,956

21,956 21,956

22,300 22,300

22,300 22,300

△ 344 △ 344

△ 344 △ 344

計
(千円)　 (千円)　

備 考

(千円)　

共　　済　　費 合 計

その他の手当
(千円)　

寒 冷 地 手 当
(千円)　
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２．一　般　職

　(１)総　　括

給 与 費 （千円）

嘱託職員 報　　酬 給　　料 職員手当 計

15 43,878 89,290 76,455 209,623 38,817 248,440

13 37,878 90,121 78,222 206,221 36,659 242,880

2 6,000 △ 831 △ 1,767 3,402 2,158 5,560

本年度 11,037 19,026 889 22,582 16,851 3,556 720

前年度 11,293 19,539 887 23,132 16,364 3,569 576

比　較 △ 256 △ 513 2 △ 550 487 △ 13 144

※（　）内は，再任用職員数で外書き

△ 1,068

0

職員手当

 の内訳

扶 養 手 当

（ 千 円 ）

区 分

一般職員

1,794

2,862

職　員　数（人）

本年度

地 域 手 当

（ 千 円 ）

時 間 外
勤 務 手 当
（ 千 円 ）

通 勤 手 当

（ 千 円 ）

住 居 手 当

（ 千 円 ）

管 理 職
手 当
（ 千 円 ）

前年度
23

(0)
比　較

区　分
期 末 手 当

（ 千 円 ）

勤 勉 手 当

（ 千 円 ）

合　　計
（千円）

備考

23
(1)

(1)

共　済　費
（千円）
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特 別 会 計 介 護 保 険 事 業

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 　分 備　考

（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

看護･保健職

328,250

391,973

45.3

330,950

395,755

46.2

イ 初　 任 　給

看護･保健職

175,100

209,200

技能労務職

高 校 卒 程 度 立 　川 　市

区 分 一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

144,600

技能労務職

30年１月１日

現 在

平均給料月額（円）

29年１月１日

現 在

区 分 一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

310,733

給　 料 △ 831

職員手当 △ 1,767

説 明

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

平均昇給率　　1.99％

増  減  事  由  別  内  訳  （千円）増減額（千円）

895

△ 1,726

△ 249

△ 1,518

扶養手当

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

平 均 年 齢 （歳）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

313,486

41.2

405,063

41.3

408,959

182,700

高 校 卒 程 度

大 学 卒 程 度

立 　川 　市

国

国

大 学 卒 程 度

147,100

183,700
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ウ 級別職員数

職 構 職 構 職 構 職 構 職 構

員 成 員 成 員 成 員 成 員 成

数 比 数 比 数 比 数 比 数 比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1 4.8

4 19.0

7 33.3 2 100.0

(1) (100.0)

9 42.9 0.0

21 100.0 2 100.0

(1) (100.0)

1 4.8

4 19.0

8 38.1 2 100.0

8 38.1 0.0

21 100.0 2 100.0

※（　）内は，再任用職員数で外書き

　　（級別の標準的な職務内容）

区　　分

区　　分

１　級

区　　分

一 般 行 政 職

級

３０年

１月１日現在

３級

２級

２９年

１月１日現在

税 務 職 薬 剤 ・ 医 療 職 看 護 ・ 保 健 職 技 能 労 務 職

５級 ５級 ５級

級 級級 級

５級

３級 ３級 ３級

４級 ４級 ４級 ４級

２級 ２級 ２級 ２級

１級

計 計 計 計 計

１級 １級 １級 １級

５級 ５級 ５級 ５級

４級 ４級 ４級 ４級

２級 ２級 ２級 ２級 ２級

３級 ３級 ３級 ３級

１級

計 計 計 計 計

１級 １級 １級 １級

５　級 ４　級 ３　級 ２　級

技能労務職以外
の職種

 参　事

(部長・部長相当職)

 参　事

(課長・課長相当職)

 主　事

(係長・係長相当職)

 主　事

 ( 主 　任 　職 )

 主　事

 (そ の 他 の 職)

２　級 １　級

技能労務職
 主　事

 ( 主 　任 　職 )

 主　事

 (そ の 他 の 職)
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特 別 会 計 介 護 保 険 事 業

エ 昇給

薬剤・
医療職

技　能
労務職

オ 期末手当・勤勉手当

※（　）内は，再任用職員分

(1.075) (1.225) (2.30)
国 の 制 度

2.125 2.275 4.40

(1.225) (2.30)

(1.250) (2.35)

有
【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算・管理職加算

2.275 4.40
有

備　　考
６月(月分) 12月(月分)

本　年　度
2.175 2.325

(1.075)

4.50
有

【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算(1.100)

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計

（月分）

職制上の段階，
職 務 の 級 等
による加算措置

前　年　度
2.125

区 分 合　　計

代　 　表 　　的 　　な 　　職 　　種

一　般
行政職

税務職
看護・
保健職

2

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 19 17 2

本

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人) 23 21

４号給　(人) 18 16

１号給　(人)

号 給 数 別 内 訳

３号給　(人)

2

６号給　(人)

５号給　(人)

８号給　(人)

７号給　(人)

100.0比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 82.6 81.0

２号給　(人) 1 1

前

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人) 23 21

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人)

2

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 19 17 2

2

３号給　(人)

２号給　(人)

５号給　(人)

４号給　(人) 19 17

７号給　(人)

６号給　(人)

100.0比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 82.6 81.0

８号給　(人)
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カ 定年退職に係る退職手当

区   　　分

支 給 率 等

国 の 制 度

(支給率等)

キ 地域手当

※（　）内は，再任用職員数で外書き

ク 特殊勤務手当

ケ その他の手当

扶　養　手　当 異 　な 　る

国に比べ，欠配第一子で700円高く，16才～22才の子への加算額で
1,000円，子で850円低い。課長職以外については，配偶者で500円，
その他で500円高い。課長職については，配偶者で3,500円，その他で
3,500円低い。部長職は不支給。

住　居　手　当 異 　な 　る
国は家賃支払者に上限27,000円を支給。
市は借家・借間に居住する生計中心者(管理職を除く)に限り12,000円
を支給。

20年勤続の者
（月分）

24.586875

25年勤続の者
（月分）

33.27075

23.0 30.5

35年勤続の者
（月分）

最 高 限 度
（月分）

43.0 43.0

定年前早期退職
特例措置
(2%～45%)加算

47.709 47.709

　その他の
　加算措置等

備考

定年前早期退職
特例措置
(2%～20%)加算

区 分 全　職　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

薬剤･医療職 看護･保健職一般行政職 税　務　職 技能労務職

支　給　対　象　地　域

 対象職員順

　 支給対象職員の比率(％)
　　 (30年１月１日現在)

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

通　勤　手　当 異 　な 　る
国の支給限度額　55,000円
市は実費全額支給。

　 給料総額に対する比率
(％)

　 代表的な特殊勤務手当
　 の名称

 支給額順

支　給　率　　(％) 支給対象職員数　(人)
国の指定基準に

基づく支給率(％)

12
市　　内　　全　　域

23

(1)

12
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特別会計介護保険事業

(単位：千円)

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金
償 還 見 込 額

96,666

96,666

財政安定化基金貸付金

合 計

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額
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後 期 高 齢 者 医 療 事 業





平成 30 年度立川市特別会計 

後期高齢者医療事業予算 

平成30年度立川市の特別会計後期高齢者医療事業の予算は，次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 3,857,269 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳出予算」による。 
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特別会計後期高齢者医療事業

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
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１．一　般　職

　(１)総　　括

給 与 費 （千円）

嘱託職員 報　　酬 給　　料 職員手当 計

1 2,400 19,072 13,324 34,796 6,895 41,691

1 2,400 18,752 13,300 34,452 6,410 40,862

0 0 320 24 344 485 829

本年度 2,322 1,780 4,462 3,218 824 288

前年度 2,343 1,780 4,505 3,077 773 144

比　較 △ 21 0 △ 43 141 51 144

※（　）内は，再任用職員数で外書き

給　与　費　明　細　書

職　員　数（人）
共　済　費
（千円）

合　　計
（千円）

備考区 分

一般職員

本年度
5

前年度
5

(1)

(1)

678

△ 248

職員手当

 の内訳

区　分
扶 養 手 当

（ 千 円 ）

430

比　較
0

(0)

住 居 手 当

（ 千 円 ）

地 域 手 当

（ 千 円 ）

時 間 外
勤 務 手 当
（ 千 円 ）

期 末 手 当

（ 千 円 ）

勤 勉 手 当

（ 千 円 ）

通 勤 手 当

（ 千 円 ）
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特別会計後期高齢者医療事業

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 　分 備　考

（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

看護･保健職

イ 初　 任 　給

看護･保健職 技能労務職

高 校 卒 程 度 立 　川 　市

区 分 一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

144,600

30年１月１日

現 在

平均給料月額（円）

29年１月１日

現 在
268,882

平 均 年 齢 （歳）

平均給与月額（円）

区 分

給　 料 320

職員手当 24

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

147,100

183,700

高 校 卒 程 度

大 学 卒 程 度

立 　川 　市

国

国

大 学 卒 程 度 182,700

34.9

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

322,032

35.7

261,420

そ の 他 の 増 減 分

266,840

技能労務職一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

78

扶養手当

そ の 他 の 増 減 分

平均昇給率　　2.49％昇 給 に 伴 う 増 加 分 297

23

△ 54

増  減  事  由  別  内  訳  （千円）増減額（千円） 説 明

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分
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ウ 級別職員数

職 構 職 構 職 構 職 構 職 構

員 成 員 成 員 成 員 成 員 成

数 比 数 比 数 比 数 比 数 比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

2 40.0

(1) (100.0)

3 60.0 #DIV/0!

5 100.0 0 #DIV/0!

(1) (100.0)

2 40.0

3 60.0 #DIV/0!

5 100.0 0 #DIV/0!

※（　）内は，再任用職員数で外書き

　　（級別の標準的な職務内容）

区　　分

区　　分

技能労務職
 主　事

 ( 主 　任 　職 )

 主　事

 (そ の 他 の 職)

 主　事

 (そ の 他 の 職)

２　級 １　級

 主　事

 ( 主 　任 　職 )

技能労務職以外
の職種

 参　事

(部長・部長相当職)

 参　事

(課長・課長相当職)

 主　事

(係長・係長相当職)

４　級 ３　級 ２　級 １　級

１級 １級

計 計 計 計 計

１級 １級

３級

２級 ２級 ２級 ２級 ２級

３級 ３級

５級

４級 ４級 ４級 ４級

２９年

１月１日現在

５級 ５級 ５級

３級

１級

区　　分

一 般 行 政 職

級

税 務 職

５　級

１級 １級

看 護 ・ 保 健 職 技 能 労 務 職

級 級 級 級

薬 剤 ・ 医 療 職

３０年

１月１日現在

５級 ５級 ５級

３級 ３級 ３級

１級

５級

４級 ４級 ４級 ４級

３級

２級 ２級 ２級 ２級 ２級

１級 １級

計 計 計 計 計
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特別会計後期高齢者医療事業

エ 昇給

薬剤・
医療職

技　能
労務職

オ 期末手当・勤勉手当

※（　）内は，再任用職員分

有
【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算・管理職加算(1.075) (1.225) (2.30)

(1.225) (2.30)

国 の 制 度
2.125 2.275 4.40

【算定基礎】給料・扶養
手当・地域手当・役職加
算(1.100) (1.250) (2.35)

前　年　度
2.125 2.275 4.40

有
(1.075)

12月(月分)

本　年　度
2.175 2.325 4.50

有

２号給　(人)

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計

（月分）

職制上の段階，
職 務 の 級 等
による加算措置

備　　考
６月(月分)

１号給　(人)

３号給　(人)

比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 100.0 100.0

８号給　(人)

７号給　(人)

５号給　(人)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 5 5

号 給 数 別 内 訳

本

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人) 5 5

４号給　(人) 5 5

６号給　(人)

区 分 合　　計
税務職

看護・
保健職

代　 　表 　　的 　　な 　　職 　　種

一　般
行政職

前

年

度

職 員 数　　(Ａ)(人) 5 5

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人)

３号給　(人)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 5 5

5

２号給　(人)

５号給　(人)

４号給　(人) 5

７号給　(人)

６号給　(人)

比 率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 100.0 100.0

８号給　(人)
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カ 定年退職に係る退職手当

区   　　分

支 給 率 等

国 の 制 度

(支給率等)

キ 地域手当

※（　）内は，再任用職員数で外書き

ク 特殊勤務手当

ケ その他の手当

扶　養　手　当 異 　な 　る

国に比べ，欠配第一子で700円高く，16才～22才の子への加算額で
1,000円，子で850円低い。課長職以外については，配偶者で500円，
その他で500円高い。課長職については，配偶者で3,500円，その他で
3,500円低い。部長職は不支給。

住　居　手　当 異 　な 　る
国は家賃支払者に上限27,000円を支給。
市は借家・借間に居住する生計中心者(管理職を除く)に限り12,000円
を支給。

技能労務職

　 給料総額に対する比率
(％)

区 分 全　職　種

通　勤　手　当

国の制度との異同

 対象職員順

　 支給対象職員の比率(％)
　　 (30年１月１日現在)

異 　な 　る
国の支給限度額　55,000円
市は実費全額支給。

43.0 43.0

区 分 差 異 の 内 容

　 代表的な特殊勤務手当
　 の名称

 支給額順

定年前早期退職
特例措置
(2%～45%)加算

備考

定年前早期退職
特例措置
(2%～20%)加算

47.709 47.709

　その他の
　加算措置等

最 高 限 度
（月分）

35年勤続の者
（月分）

20年勤続の者
（月分）

24.586875

25年勤続の者
（月分）

33.27075

23.0 30.5

支　給　対　象　地　域 支　給　率　　(％) 支給対象職員数　(人)
国の指定基準に

基づく支給率(％)

12
市　　内　　全　　域

5

(1)

12

看護･保健職一般行政職 税　務　職

代　　表　　的　　な　　職　　種

薬剤･医療職
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平 成 30 年 度

立　川　市

特 別 会 計

競 輪 事 業
国民健康保険事業
下 水 道 事 業
駐 車 場 事 業
介 護 保 険 事 業
後期高齢者医療事業

この印刷物は、再生紙を使用しています。

予算及び事項別明細書
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